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第５章  岐阜県地区における平成 14 年度事業の成果と課題の整理 

 

１  省庁別事業の成果と課題 

 

岐阜県地区において各省庁が実施した事業の成果と課題を以下にとりまとめた。 

 
表 5-1- 1 事業の成果と課題 

 

 実験概要 成果と課題 

総
務
省 

自
治
行
政
局 

統合型ＧＩＳの構成に重要な検討を実
施することで、指針と具体化の間をつな
ぐマニュアル作成を目的とする。 
これらのマニュアルは、全庁の横断的
な検討組織を立ち上げる方法を記述した
「横断組織設置マニュアル」、統合型ＧＩ
Ｓによるユーザーニーズや運用要求を踏
まえた「共用空間データ整備マニュアル」、
「システム整備マニュアル」、及び「個別
業務との連携推進マニュアル」、そしてこ
れらの諸問題への対処方針を盛込み、トー
タルとして統合型ＧＩＳ導入への基本計
画策定方法を記述した「基本計画策定マ
ニュアル」より構成される。 

【成果】 
・地方公共団体が新たに統合型ＧＩＳを
構築する際のさまざまな課題について
検討を実施し、検討内容をマニュアル
として再整理することにより、全国の
地方公共団体が統合型ＧＩＳを構築す
るにあたっての手法を明確化した。 

・検討に当たっては、机上の検討に留ま
らず、近々の構築を検討中の地方公共
団体において共に検討することにより、
マニュアルの実現性を高めた。 
 
【課題】 
・今回作成したマニュアルを基に、統合
型ＧＩＳを導入するための各種計画の
策定など、マニュアルの高度化をすす
めていく。 

経
済
産
業
省 

商
務
情
報
政
策
局 
岐阜県域統合型ＧＩＳにおけるＧ－Ｘ
ＭＬ導入の事例について、Ｇ－ＸＭＬ導
入の狙い、具体的手法・経過、導入効果、
導入上の留意点や課題等の知見を導入ガ
イドとしてとりまとめ、広く一般に公開・
配布する。 
 
 

【成果】 
・庁内統合型ＧＩＳからＷｅｂによるＧ
ＩＳサービスを充実させ、県域レベル
でＧＩＳを利活用するためのＧ－ＸＭ
Ｌ導入手順を明示した。 
・県域レベルでの統一的な空間データの
流通仕様及び調達仕様を作成した。 
・岐阜県は、Ｇ－ＸＭＬ導入手順に基づ
くＧＩＳ運用を開始（平成 15 年度～）
した。 
 
【課題】 
・県域統合型ＧＩＳへの県内市町村の参
画促進。 
・NPO や地元企業とも連携した空間デー
タ活用。 
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 実験概要 成果と課題 

大
臣
官
房 

出水時対策業務におけるＧＩＳデータ連
携活用実証実験システム 
 
平成13年度の実証実験で得られたシス
テム改良、機能追加の意見をもとに、表
示する情報の種類・内容やその表現方法
に関する改良と機能追加、実証実験を実
施する上で必要となるデータの整備を行
い、実験を実施した。 
実験は、大きく出水時対策業務におけ
るＧＩＳデータ連携活用実験、携帯端末
を用いた災害情報登録・共有実験の２つ
のシナリオで実験システムを操作し、Ｇ
ＩＳデータ連携、共有の効果や、必要な
ＧＩＳアプリケーション機能やＧＩＳ上
でのデータの表現方法についてのアンケー
ト調査を実施して明らかにした。 
 
 

【成果】 
・関係主体が有している水文情報、災害
状況、通行規制、氾濫解析結果、応急
復旧状況などの情報を重ね合わせるこ
とによる効果は大きいという回答を得
ており、出水時対策におけるＧＩＳに
よる情報連携、共有アプリケーション
の評価を得た。 
・本システムが実験用システムであった
ことから、システムの性能（画面表示
時間）や操作性（使い勝手）、既存の災
害システムとの連携について課題は残
るが、実用化に向けた実験システムに
対する様々な改良ニーズを得ることが
できた。 
 
【課題】 
ＧＩＳ実証実験システムは実験用とし
て開発したものであるために、実用化に
あたっては以下のような課題があると考
える。 
・既存の災害情報システムがすでにある
ことから、既存システムとの連携を図
りデータの二重登録をなくす。 
・関係機関との災害情報の共有化を円滑
にするためにＧＩＳデータ交換のデー
タ形式の標準化が必要。 
・災害対応を支援する災害情報のＧＩＳ
への効果的な表現方法、また各機関へ
の災害情報の連絡の信頼性が確保され
る方法など、災害情報システムとして
のアプリケーションの機能向上。 

国
土
交
通
省 

大
臣
官
房 

建設行政空間データ基盤の構築に関する
実証実験 
 
河川管理、道路管理、都市計画、下水道
管理等、各種の建設行政で利用されてい
る地理情報システム（ＧＩＳ）の基盤と
なる地図データを共有化するため、建設
行政空間データ基盤製品仕様（案）を改
良し、実証実験用データの作成とモデル
システムの構築を行い、ネットワーク上
に分散する異なる機関の異なるシステム
間で相互にデータ共有するための実証実
験を行った。 

【成果】 
・建設行政空間データ基盤製品仕様の改
良を行うと同時にモデルシステムを構
築し、実証実験を行った。 
・民間データを利用するための手法の開
発とマニュアルの作成を行った。 
 
【課題】 
・地理情報標準最新版への対応とさらな
る改良。大規模なシステムでの実証実
験、運用のための指針作成。 
・手法及びマニュアルを精査し、さらな
る改良を行う。 
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 実験概要 成果と課題 

国
土
地
理
院 

ＧＩＳ社会を支える電子基準点のリア
ルタイム測位サービスのための体制整備
として、全国９４７ヶ所に整備している
電子基準点を１２００ヶ所に増設すると
ともに、リアルタイム化を図った。 

【成果】 
・電子基準点の増設及びリアルタイム送
信のための改造を行った。また、関東・
中京・京阪神地域等の大都市を中心に、
リアルタイムデータの提供を開始した。 

 

【課題】 
・全国の電子基準点を常時稼働させるた
めの維持管理 

国
土
地
理
院 

２万５千分１地形図に相当する精度を
持つ全国のベクトルデータの提供を行っ
た。 

【成果】 
・準備の整った地区から刊行し、全国の
データを提供した。 
 
【課題】 
・データの鮮度を保つための修正。 

国
土
交
通
省 
国
土
計
画
局 

国、地方公共団体、民間企業等の空間
データを実証実験データベースに一元的
に登録し、公募で選ばれた実験参加者が
このデータを使った実験を行うことを通
じて、データの流通・相互利用の有用性、
課題について検討した。 
また、地域におけるデータ流通・相互
利用の実現に向けて、地域の特色に応じ
たデータ流通のあり方について、データ
提供者及び実験参加者とともに検討した。 

【成果】 
・32 団体の民間企業、研究者等が参加し
て、アプリケーション開発等様々な実
験を行った。 
・データ流通・相互利用の有用性（開発
工数削減、高精度の分析が可能、多く
の分野での活用可能性）と課題（デー
タ整備の必要性、フォーマット統一の
必要性、地域の流通窓口の必要性）を
把握した。 
・岐阜県では、県域の共有空間データを
整備し、流通するための仕組みとして
「岐阜県ふるさと地理情報センター」
が設立され、市町村と県の連携を担う
「県域ＧＩＳ市町村検討会」、民間企業
主導の産学官連携のための組織「岐阜
県空間情報（ＧＩＳ）研究会」が発足
しており、県域でのＧＩＳ整備、構築
に向けて取り組まれていくことが期待
される。 
 
【課題】 
・標準的なデータ整備の必要性、流通イ
ンフラの整備、産業としてのＧＩＳの
育成などが課題とされた。 
・今後、岐阜県ふるさと地理情報センター
を中心に、県と市町村との協働による
県域の共有空間データの整備やデータ
流通体制の構築を進めるとともに、地
域のＧＩＳ総合窓口として、センター
の機能・サービスの充実を図っていく
ため、産官学が連携して、運営を充実
していく必要がある。 
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 実験概要 成果と課題 

国
土
計
画
局 

岐阜県地区では、これまで２ヶ年の調
査において、県域レベルのＧＩＳセンター
の役割や機能、整備・提供するデータの
あり方や有効性などについて実証実験を
通じて整理してきた。 
この間、ＧＩＳの利用環境は大きく変
化し、特にその変化はＷｅｂ環境下での
ＧＩＳの利用方法に著しい。今後、電子
自治体の本格化や市町村合併の進展など、
様々な行政課題を抱えた市町村において、
最も効果的、効率的にＧＩＳを導入、利
活用できる形でＧＩＳセンターの機能を
提供すること（データの提供）が一層強
く求められる。 
このことから、市町村及びＧＩＳセン
ターにとって効果的、効率的なデータ提
供のあり方について実証的に検討を行っ
た。 

【成果】 
・ ＧＩＳセンターから地方公共団体に対
してＧＩＳデータを提供するための方
策として、Ｗｅｂ環境下でアプリケー
ションと併せてデータの配信を受けて
利用するＡＳＰ方式へのニーズが高く、
これはＧＩＳセンターの運営上からも
効率的であるとの結果が得られた。 
・ ＡＳＰ方式で提供を受けるアプリケー
ションとしては、「閲覧のみ」だけでな
く、「検索」や「編集」まで含めた個別
業務での利用に対応したものへの期待
が高い。最もニーズが高かったのは、
上下水道関係業務、ついで高かったの
は道路管理業務であった。 
 
【課題】 
・ データ提供手段として「媒体渡し」を
希望する自治体も多かった。これは、
ネットワーク経由での提供の場合には、
大量データのダウンロードに非常に時
間がかかり、必要なときにすぐに使え
ないことがあり得るのではないか、と
いう危惧がその主たる理由であった。
高速なネットワークを実現できる「岐
阜情報スーパーハイウェイ」を利用し
たときのレスポンスの検証などにより、
これらの問題に対する回答を示してい
く必要がある。 
・ セキュリティーや個人情報の保護に配
慮したデータ配信のシステムづくりと
運用ルールづくりが必要である。 

国
土
交
通
省 

国
土
計
画
局 

今後ＧＩＳの一層の普及が期待される
一般家庭分野、教育分野におけるＧＩＳ
の普及と利活用推進を目的として、公募
方式により、夢があって、親しみやすい
アプリケーションの開発を行った。開発
されたアプリケーションは、国土交通省
より無償で一般提供を行う。 

【成果】 
・多種多様なテーマに基づく65 のアプリ
ケーション企画の応募があった。 
・国や地方公共団体等が整備した無償又
は安価な地図データをもとにした企画
が多く集まり、今後のＧＩＳの普及の
きっかけとなることが期待される。 
・新たな利用シーン、利用ニーズを踏ま
えたＧＩＳの開発に民間企業が継続的
に取り組むことが期待できる。 

 

 

 

 


